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当面の政策課題に関する要請書 

 

 わが国は、この間の台風 19 号を始めとした相次ぐ自然災害により広範囲かつ甚大

な被害を被っており、迅速な被災者への生活支援及び被災地の復旧・復興が求められ

る状況にあります。 

足元の経済情勢については、米中間の貿易摩擦や英国の EU 離脱問題を始めとした

海外経済の減速に加え、相次ぐ自然災害などの影響を受け、景気は停滞色を強めてい

ます。また、2019年 10月からの消費税率引き上げの影響が懸念されるなど、今後の

見通しは不透明な状況にあります。雇用情勢は数字の上では回復が続いていますが、

労働分配率は低水準にとどまり、個人消費は伸び悩んでいます。その背景には、今後

の景気減速の懸念に加え、少子高齢化による社会保障制度の持続可能性への不安、所

得格差の是正が進まないことなどがあげられます。 

このような状況において、わが国が経済の自律的成長と包摂的な社会の構築を実現

していくためには、経済を支える人的資本を強化するための雇用政策とくらしの安心

を支える社会保障政策の推進、そのための安定財源の確保や所得再分配機能の強化な

ど、すべての働く者・生活者のくらしの底上げ・底支え、格差是正に資する政策の実

行が不可欠です。 

私たち連合は、このような課題認識のもと、今年 6 月に「2020 年度連合の重点政

策」を策定し、その要請行動を政府・政党に行いましたが、この度、当面の政策課題

を加えた要請事項を下記の通り取りまとめました。働く者の立場からの意見・提言と

してお受け止めいただき、今後の政策などに反映いただきますようお願い申し上げま

す。 

 

記 

 

１．労働者保護ルールの堅持・強化およびすべての労働者の雇用の安定と職場の環境

整備 

○ 「働き方改革関連法」の実効性確保の観点から、労働基準監督官の増員を含め、

国および地方自治体における労働行政を充実・強化するための予算措置を講じる。

併せて、とりわけ中小企業に重点を置きつつ、法の周知を徹底し、施行に万全を

期する。また、36 協定の締結状況など、「働き方改革関連法」の施行状況の検証

を行う。 

○ ハラスメント対策を含む「女性活躍推進法等改正法」を周知するとともに、事

業主の取り組みを支援する。なお、ハラスメント対策については、事業主に対し



て雇用管理上の措置（防止措置）の徹底をはかるとともに、配慮（望ましい取組）

の実施を促す。また、都道府県労働局等における相談体制の整備・拡充をはかる。 

〇 外国人労働者の権利と人権を保障するため、労働関係法令を遵守しない事業主

には厳正に対処する。労働基準監督署などにおける安全衛生や労働条件に係る相

談体制を充実させるとともに、相談言語の多言語化に努める。また、地方自治体

が設置する一元的相談窓口の体制整備および多文化共生に向けた十分な予算措

置を講じる。 

○ 高年齢労働者は、認知機能や身体機能の低下により、転倒リスクなどが高まる

ため、労働災害防止の観点から、事業主に対し、安心して就労できる職場環境の

整備に向けた助成金などの予算措置を講じる。また、事業主が、高齢労働者の事

情に配慮した柔軟な労働条件を提供できるよう、助成金や税制優遇措置など、労

使の取り組みに対する支援を行う。 

 

 

２．「全世代支援型」社会保障制度の基盤と人材確保策の拡充 

○ 安心・信頼の医療・介護を支える人材の確保や離職防止のため、処遇改善やキ

ャリアアップの仕組みの拡充を加速するよう財源を確保する。 

○ 待機児童の速やかな解消と質の高い保育などのサービス提供のため、保育士・

幼稚園教諭の処遇改善を更に進める。その上で、財源を確保しつつ、就学前教育・

保育ならびに高等学校授業料の完全無償化、高等教育の給付型奨学金拡充などを

推進する。また、児童虐待のない社会の実現に向け、直ちに児童相談所の体制強

化や保護者支援の充実等をはかる。 

○ 生活保護受給者・生活困窮者の就労による自立に向け、職場定着支援に向けた

総合的な取り組みを強化する。また、生活困窮者自立支援制度の各任意事業の着

実な実施と支援の質の向上を図るため、制度を担う人材養成の一層の充実をはか

るとともに体制確保に向けた財源を確保する。 

○ すべての人が不安なく暮らし続けられる真の皆年金の実現に向け、基礎年金の

財政基盤を強化し、低年金者対策を強化する。また、すべての雇用労働者が社会

保険に適用されるよう要件を引き下げ、適用拡大を強力に推進する。 

○ すべての人に公平な医療アクセスを保障するため、すべての医療機関の協議に

よる地域医療構想の実現と医師・診療科の偏在是正のための強力な措置の検討と

ともに、医療保険の７割給付を維持しつつ、高齢者医療制度の抜本改革に向けた

検討を行う。また、生活援助サービスを含めた良質な介護保険給付を確保する。 

 

以上 


